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１　はじめに
近年の周産期医療の発展に伴い，在胎期間が短い胎児（早
産児）の出生数が増加している．この早産児の中には，脳
性まひなどの中枢性疾患を有さない児も含まれるが，その
ような児であっても運動発達が遅延する傾向を有する1．こ
れは，早産児が抗重力位での運動発達が困難なことを示唆
しているが，その一方どのような運動特性のため運動発達
が遅延するのかは十分に把握されていない．早産児の運動
特性を理解することは，児の健全な運動発達を支援する意
味でとても重要である．
そこで我々は，早産児の運動発達を把握するための基礎
研究として，健常な運動発達を伴う１歳児を対象に歩行を
獲得する前の起立動作に着目し，その運動学的特徴につい
て検討を行った2．その結果，１歳児の起立動作は成人の動
作と比較し，殿部離床時の体幹の前傾運動が小さくなる代

わりに，下腿の前傾運動を大きくして起立動作を行ってい
る特徴を確認した．今回の研究では，このような基礎的所
見と照らし合わせ，早産児の起立動作の運動学的特徴につ
いて明らかにしたいと考えた．このような所見を蓄積するこ
とは，早産児の運動発達を支援する貴重な資料となりうる．
本研究の目的は，早産児の起立動作の運動学的特徴につ
いて調査することである．

２　方法
2.1 対象
対象は，独歩を獲得した１歳児（18か月−21か月）10名で
ある．この10名を在胎週数30週以下で出生時体重が 1500 g

未満の早産児群５名（平均修正月齢19.2か月）と健常な運動
発達を伴う対照群５名（平均月齢18.6か月）の２群に分類し
た．なお，早産児群には脳性麻痺のような中枢性疾患を疑
われる診断を受けた者は含まれなかった．各群の基本的特
性については，Table 1 に示す．†連絡著者　E-mail: yonetsu@rehab.osakafu-u.ac.jp
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本研究は，大阪府立大学研究倫理委員会の承諾（受付番
号 2011-P05）を得て，保護者にその目的を十分に説明し，書
面で同意を得たうえで実施した．
2.2 実験機材
課題動作は，椅子からの起立動作とした．椅子は背もた
れ・肘掛がなく，下腿長とほぼ同じ高さのものを使用した．
椅子の高さの微調整のため，厚さ 2 ㎝ の合板で補正し対応
した．椅子の座面前面上には，体重が 3 ㎏ 以下になると電
圧（V）が低下する独自に製作した圧センサーを設置した．
そして，２台のカメラ（30 Hz）で構成された三次元動作解
析装置（Kinema Tracer: キッセイコムテック社製）を用い
た．なお，この解析装置の映像データと圧センサーは同期
設定済みである．カメラは，対象児の右斜め前方および側
方に設置した．
2.3 動作手順
対象児には右側の肩峰・大転子・膝関節・外果にマーカ
ーを貼付した．開始姿勢に関しては，体幹をできるだけ垂
直位に保持させ，股関節・膝関節をおよそ90度となるよう
設定した．このような状態から保護者に前方から声掛けや
おもちゃを提示してもらい，両手で椅子を押さないよう動
作の誘導を依頼した．これらの対応は先行研究3に類似する
ものである．このようにして，３回以上の動作を記録した．
2.4 解析手順
記録した動作のうち，体幹の回旋が加わらずより対称的
に起立動作を誘導できた１回の動作を解析対象とした．な
お，対象児は年齢が低いため完全な動作手順の理解が難し
い．そのため，特に動作終了時に厳密な静止立位を保持す
ることは困難である3．そこで，今回の課題では動作開始時
から殿部離床までの動作を解析した．解析では，動作時の
所要時間と関節角度を抽出した．
動作の所要時間については，動作開始時を肩峰のマーカ
ーが動き出した地点（T1）とした．そして，殿部離床を圧
センサーの電圧（V）が最も早期に低下した地点（T2）（Fig. 1

参照）と定義して所要時間を算出した．
関節角度については，体幹・股関節・膝関節・足関節の

４部位を抽出した．なお，関節角度の定義は，体幹（∠A）は
大転子と肩峰を結ぶ線と大転子を通る床面との垂線とがな
す角と設定した．同様に，股関節（∠B）は大転子と肩峰を結
ぶ線と大転子と膝関節を結ぶ線とがなす角，膝関節（∠C）
は膝関節と大転子を結ぶ線と膝関節と外果を結ぶ線とがな
す角，足関節（∠D）を外果と膝関節を結ぶ線と外果を通る
床面との垂線とがなす角とそれぞれ定義した（Fig. 2）．その
うえで，動作開始時と殿部離床時の関節角度の値を算出し
た．

さらに，起立動作時における体幹と足関節の動作は，前
方への重心移動に寄与する4．そこで，これらの部位につい
ては，解析区間中で最も高い値を示した角速度（度/秒）の

Table 1 対象児の特性

Fig. 1 殿部離床（T2）の定義方法
縦線は電圧（V），横線は時間を示す．対象児が椅子の上に殿部を乗
せている際は，電圧はおよそ 2V を記録する．対象児の椅子の上に
かける体重が 3 ㎏ 以下になると，電圧が下がることによって殿部
離床時を区別することが可能となる．

Fig. 2 関節角度の定義方法
各部のマーカーを黒丸で示す．マーカーは上部から肩峰，大転子，
膝関節，外果をそれぞれ示す．∠A は体幹，∠B は股関節，∠C は
膝関節，∠D は足関節の関節角度をそれぞれ示す．
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値を算出した．
統計処理については，２群間の比較を対応のない t 検定

を用い，平均値と標準偏差を算出して検討した．有意水準
は 5％ 未満とした．

３　結果
3.1 所要時間
動作の所要時間に関しては，早産児群が 1.05±0.28 秒，対

照群が 0.99±0.31 秒で２群間に有意差を認めなかった（P＝
0.767）．
3.2 関節角度
動作開始時（T1）と殿部離床時（T2）の関節角度の値を

Table 2 に示す．
動作開始時（T1）においては，計測した４部位で２群間
に有意差を認めなかった．しかし，殿部離床時（T2）にお
いては，体幹と足関節の２部位で２群間に有意差を認めた．
体幹の角度は対照群が 33.1±7.0 度であったのに対し，早産
児群が 25.3±2.7 度で有意に小さくなった（P＝0.049）．一方，
足関節の角度も対照群が31.2±6.4度であったのに対し，早
産児群が 20.9±5.9 度で有意に小さくなった（P＝0.030）．

3.3 角速度
体幹の角速度については，早産児群が 65.7±30.1 度/秒，

対照群が 87.9±28.1 度/秒で遅くなる傾向が示されたが，有
意差は認めなかった（P＝0.263）．同様に，足関節の角速度
についても，早産児群が  67.0±23.9 度/秒，対照群が
97.8±41.5 度/秒で遅くなる傾向が示されたが，有意差は認
めなかった（P＝0.188）．

4　考察
今回の研究では，健常な運動発達を伴う児と早産児の２

群に分類し，起立動作の運動学的特徴を検討した．その結
果，早産児群の殿部離床までの運動は，所要時間という観
点では同年齢の児と有意な変化を認めなかったが，体幹と
足関節の前傾角度が有意に小さくなることが示された．こ

のような特徴から，早産児の起立動作の運動学的特徴につ
いて考察する．
一般的に，起立動作における体幹の前傾運動は，前方へ
の重心移動を促進させ，殿部を離床させる原動力となる4, 5．
この体幹の前傾運動は，発達学的観点から捉えると年齢と
ともに増加する傾向を有し3, 6，さらに６歳程度には成人と
同等なレベルに到達すると報告されている7．このような側
面から検討すると，早産児群の体幹の角度が対照群より小
さいことは，早産児の全身の平衡機能が未成熟なことを示
唆する所見と思われる．
体幹の前傾運動が小さい場合は，前方への重心移動が幾
分か困難となることが想像される．我々の健常な運動発達
を伴う１歳児の起立動作を対象とした先行研究では，成人
と比較して体幹の前傾角度は有意に小さくなったが，下腿
部の前傾角度が有意に大きくなったことを言及した2．これ
は，健常な運動発達を伴う１歳児が体幹の前傾運動による
前方への重心移動の困難さを下腿の前傾運動を大きくして
補完したことを示唆する．このような側面から，体幹の前
傾角度が有意に小さかった早産児群では対照群よりも下腿
の前傾運動を大きくして前方への重心移動の困難さを補う
と考えていたが，そのような予測とは全く正反対の所見が
観察された．このような特徴から早産児の起立動作を説明
すると，前方への重心移動を極力控える動作過程を意図的
に選択していることが推察される．このことも，早産児群
の平衡機能の未成熟さが起因しているのかもしれない．そ
のため，有意差は確認されなかったものの早産児群の体幹
と足関節の最大角速度が対照群よりも遅くなったものと思
われる．
今回の研究を通して，早産児の起立動作は同年齢の児と
比較し，平衡機能が未成熟なため体幹と足関節の前傾角度
を小さくして殿部を離床させ，立ち上がる特性が示唆され
た．なお，小児の動作は全般的にバリエーションが大きい
ことが報告されている7側面を考慮すると，母集団の小さい
点が本研究の課題点となる．そのため，早産児の起立動作
の運動学的特徴を十分に明らかにできたわけではない．今
後は，さらに対象者数を増やしたうえで，知見を蓄積する
必要がある．

５　結論
本研究では，早産児の起立動作の運動学的特徴について
調査した．今回の研究より，早産児は同年齢の健常な運動
発達を伴う児と比較して，体幹のみならず下腿の前傾運動
を小さくした起立動作を実施していることが示された．こ
のことは，早産児の全身の平衡機能が未成熟なことが起因

Table 2 ２群間の動作開始時（T1）と
殿部離床時（T2）の関節角度
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していると思われる．
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